
総括安全衛生管理者研修会総括安全衛生管理者研修会総括安全衛生管理者研修会総括安全衛生管理者研修会

平成３１年３月１５日平成３１年３月１５日平成３１年３月１５日平成３１年３月１５日

新潟労働局労働基準部

健康安全課長 髙橋英人

安全衛生行政の動向について



１ 労働災害の発生状況

２ 第１３次労働災害防止計画

３ 最近の安全衛生法等改正

・働き方改革関連法

・墜落制止用器具（安全帯）

・小型移動式クレーンの構造規格

・伐木等作業

本日の内容
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824人
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出典：労働者死傷病報告出典：死亡災害報告
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平成30年 労働災害発生状況（全国平成31年1月速報値）
※ 平成30年１月１日から12月31日までに発生した労働災害について、１月７日までに報告があったものを集計したもの
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近年の状況を見ると、労働災害による死亡者数こそ減少しているものの、いまだその水準は低いとはいえず、第三次産業の労働者

数の急速な増加や労働力の高齢化もあって、労働災害による休業４日以上の死傷者数に至っては、かつてのような減少は望めず、こ

れまでとは異なった切り口や視点での対策が求められています。

また、過労死やメンタルヘルス不調が社会問題としてクローズアップされる中で、働き方改革実行計画（平成29年３月28日働き方

改革実現会議決定）を踏まえ、過労死研究の推進とその成果を活用しつつ、労働者の健康確保対策やメンタルヘルス対策等に取り組

むことが必要になっているほか、治療と仕事の両立への取組を推進することも求められています。このほか、胆管がんや膀胱がんと

いった化学物質による重篤な健康障害の防止や、今後増加が見込まれる石綿使用建築物の解体等工事への対策強化も必要となってい

ます。

その他、大規模な自然災害による被害からの復旧・復興工事や東京電力福島第一原子力発電所の廃炉作業における安全衛生の確保

はもとより、2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催を契機として、我が国全体の安全や健康への意識の底上げに

つなげていくことも考えられます。

このような状況を踏まえ、労働災害を少しでも減らし、安心して健康に働くことができる職場の実現に向け、2018年度を初年度と

して、５年間にわたり、国、事業者、労働者等の関係者が目指す目標や重点的に取り組むべき事項を定めた「第13次労働災害防止計

画」を策定しました。

１１１１ 死亡災害の撲滅を目指した対策の推進死亡災害の撲滅を目指した対策の推進死亡災害の撲滅を目指した対策の推進死亡災害の撲滅を目指した対策の推進 6666

２２２２ 過労死等の防止等の労働者の健康確保対策の推進過労死等の防止等の労働者の健康確保対策の推進過労死等の防止等の労働者の健康確保対策の推進過労死等の防止等の労働者の健康確保対策の推進 7777

３３３３ 就業構造の変化及び働き方の多様化に対応した対策の推進就業構造の変化及び働き方の多様化に対応した対策の推進就業構造の変化及び働き方の多様化に対応した対策の推進就業構造の変化及び働き方の多様化に対応した対策の推進 9999

４４４４ 疾病を抱える労働者の健康確保対策の推進疾病を抱える労働者の健康確保対策の推進疾病を抱える労働者の健康確保対策の推進疾病を抱える労働者の健康確保対策の推進 12 12 12 12 

５５５５ 化学物質等による健康障害防止対策の推進化学物質等による健康障害防止対策の推進化学物質等による健康障害防止対策の推進化学物質等による健康障害防止対策の推進 13131313

６６６６ 企業・業界単位での安全衛生の取組の強化企業・業界単位での安全衛生の取組の強化企業・業界単位での安全衛生の取組の強化企業・業界単位での安全衛生の取組の強化 16161616

７７７７ 安全衛生管理組織の強化及び人材育成の推進安全衛生管理組織の強化及び人材育成の推進安全衛生管理組織の強化及び人材育成の推進安全衛生管理組織の強化及び人材育成の推進 17171717

８８８８ 国民全体の安全・健康意識の高揚等国民全体の安全・健康意識の高揚等国民全体の安全・健康意識の高揚等国民全体の安全・健康意識の高揚等 17171717

第１３次労働災害防止計画



計画期間

計画の目標

2018年度から2022年度までの５か年を計画期間としています。

① 死亡災害については、死死死死亡者数を亡者数を亡者数を亡者数を2017201720172017年と比較して、年と比較して、年と比較して、年と比較して、2022202220222022年までに年までに年までに年までに15151515％以上％以上％以上％以上減少減少減少減少

② 死傷災害（休業４日以上の労働災害）については、死傷者数の増加が著しい業種、事故の型に着目した対策を講じることによ

り、死傷者数を死傷者数を死傷者数を死傷者数を2017201720172017年と比較して、年と比較して、年と比較して、年と比較して、2022202220222022年までに５％以上年までに５％以上年までに５％以上年までに５％以上減少減少減少減少

③ 重点とする業種の目標

・建設業、製造業及び林業については、死亡者数を死亡者数を死亡者数を死亡者数を2017201720172017年と比較して、年と比較して、年と比較して、年と比較して、2022202220222022年年年年までにまでにまでにまでに15151515％以上％以上％以上％以上減少減少減少減少

・陸上貨物運送事業、小売業、社会福祉施設及び飲食店については、死傷者数を死傷者数を死傷者数を死傷者数を2017201720172017年と比較して、年と比較して、年と比較して、年と比較して、2022202220222022年までに死傷年千人率年までに死傷年千人率年までに死傷年千人率年までに死傷年千人率

で５％以上で５％以上で５％以上で５％以上減少減少減少減少

④ 上記以外の目標

・仕事上の不安、悩み又はストレスについて、職場に事業場外資源を含めた相談先がある労働者の割合を職場に事業場外資源を含めた相談先がある労働者の割合を職場に事業場外資源を含めた相談先がある労働者の割合を職場に事業場外資源を含めた相談先がある労働者の割合を90909090％％％％以上以上以上以上

・メンタルヘルスメンタルヘルスメンタルヘルスメンタルヘルス対策に取り組んでいる事業場の割合を対策に取り組んでいる事業場の割合を対策に取り組んでいる事業場の割合を対策に取り組んでいる事業場の割合を80808080％％％％以上以上以上以上

・ストレスチェックストレスチェックストレスチェックストレスチェック結果を集団分析し、その結果を活用した事業場の割合を結果を集団分析し、その結果を活用した事業場の割合を結果を集団分析し、その結果を活用した事業場の割合を結果を集団分析し、その結果を活用した事業場の割合を60606060％％％％以上以上以上以上

・化学品の分類及び表示に関する世界調和システム（GHS）による分類の結果、危険性又は有害性等を有するとされる全ての化学

物質について、ラベル表示と安全データシートラベル表示と安全データシートラベル表示と安全データシートラベル表示と安全データシート（（（（SDSSDSSDSSDS））））の交付を行っている化学物質譲渡・提供者の割合をの交付を行っている化学物質譲渡・提供者の割合をの交付を行っている化学物質譲渡・提供者の割合をの交付を行っている化学物質譲渡・提供者の割合を80808080％％％％以上以上以上以上

・第三次産業及び陸上貨物運送事業の腰痛による死傷者数を腰痛による死傷者数を腰痛による死傷者数を腰痛による死傷者数を2017201720172017年と比較して、年と比較して、年と比較して、年と比較して、2022202220222022年までに死傷年千人率で５％以上年までに死傷年千人率で５％以上年までに死傷年千人率で５％以上年までに死傷年千人率で５％以上減少減少減少減少

・職場職場職場職場での熱中症による死亡者数をでの熱中症による死亡者数をでの熱中症による死亡者数をでの熱中症による死亡者数を2013201320132013年から年から年から年から2017201720172017年までの５年間と比較して、年までの５年間と比較して、年までの５年間と比較して、年までの５年間と比較して、2018201820182018年から年から年から年から2022202220222022年までの５年間で５％以上年までの５年間で５％以上年までの５年間で５％以上年までの５年間で５％以上減少減少減少減少

働く方々の一人一人がかけがえのない存在であり、それぞれの事業場において、一人の被災者も出さないという基本理念の下、働

く方々の一人一人がより良い将来の展望を持ち得るような社会としていくためには、日々の仕事が安全で健康的なものとなるよう、

不断の努力が必要です。

また、一人一人の意思や能力、そして置かれた個々の事情に応じた、多様で柔軟な働き方を選択する社会への移行が進んでいく中

では、従来からある単線型のキャリアパスを前提とした働き方だけでなく、正規・非正規といった雇用形態の違いにかかわらず、副

業・兼業、個人請負といった働き方においても、安全や健康が確保されなければなりません。

さらに、就業構造の変化等に対応し、高年齢労働者、非正規雇用労働者、外国人労働者、障害者である労働者の安全と健康の確保

を当然のこととして受け入れていく社会を実現しなければなりません。

計画が目指す社会
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３ 最近の安全衛生法関連の改正等について
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労働安全衛生法等の改正について

⾒直しの内容

施⾏期⽇

2019年４⽉1日

① 労働時間の状況の客観的把握の義務付け
② ⻑時間労働を⾏った労働者に対する医師による⾯接指導の強化・拡充
③ 産業医・産業保健機能の強化

・産業医の独⽴性・中⽴性の強化
・労働者の健康管理等に必要な情報の産業医への提供等
・産業医の勧告の実効性の確保
・健康情報の取扱いルールの明確化・迅速化
・労働者に対する健康相談の体制整備
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① 労働時間の状況の客観的把握の義務付け

労働時間の状況を客観的に把握することで、
⻑時間働いた労働者に対する、医師による⾯接指導 ※ を確実に実施します。

※労働安全衛生法に基づいて、残業が一定時間を超えた労働者から申出があった場合、使用者は医師
による面接指導を実施する義務があります。

（現在）
● 割増賃⾦を適正に⽀払うため、労働時間を客観的に把握することを通達で規定

→ 裁量労働制が適⽤される人などは、この通達の対象外
【理由】

・裁量労働制の適用者は、みなし時間※に基づき割増賃⾦の算定をするため、通達の対
象としない。

・管理監督者は、時間外・休日労働の割増賃⾦の⽀払義務がかからないため、通達の対
象としない。

（改正後）

健康管理の観点から、裁量労働制が適⽤される人や管理監督者も含め、
すべての人の労働時間の状況が客観的な⽅法その他適切な⽅法で把握されるよう
法律で義務づけます。

※「みなし(労働)時間」とは、実際の労働時間にかかわらず、あらかじめ定め
られた時間労働したものとみなすことをいいます。



27

労働時間の適正な把握について
�労働基準法においては、労働時間、休日、深夜業等について規定を設けているこ

とから、使用者には、労働時間を適正に把握するなど労働時間を適切に管理する
責務があります。

�「労働時間の適正な把握のために使⽤者が講ずべき措置に関するガイドライン」
（平成29年）では、使用者が講ずべき措置を具体的に明らかにしています。

�このガイドラインでは、管理監督者やみなし労働時間制が適用される労働者は対
象外となっていますが、今回の法改正においては、⻑時間労働者に対する医師に
よる面接指導の履⾏確保を図るため、労働安全衛生法を改正し、これらの⽅の労
働時間の状況※※※※についても、労働安全衛生規則に規定する⽅法で把握しなければな
らないこととなりました。
※※※※労働時間の状況･･･いかなる時間帯にどのくらいの時間、労務を提供しうる状態にあったかという概念。

�労働時間の状況の把握は、タイムカードによる記録、PC等の使⽤時間の記録等の
客観的な⽅法や使⽤者による現認が原則となります。これらの⽅法をとることが
できず、やむを得ない場合には、適正な申告を阻害しない等の適切な措置を講じ
た上で自己申告によることができます。

�事業者は、労働時間の状況の記録を作成し、３年間保存する必要があります。

「労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関するガイドライン」
☞ https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/roudouzikan/070614-2.html
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② ⻑時間労働を⾏った労働者に対する医師による⾯接指導の強化・拡充
【一般労働者、研究開発業務に従事する労働者の場合】

休憩時間を除き１週間当たり４０時
間を超えて労働させた時間※が１か⽉
当たり８０時間を超えた労働者

疲労の蓄積が認められる労働者
かつ

当
該
労
働
者
の
申
出

医
師
に
よ
る

⾯
接
指
導
の
実
施

※ １⽉当たりの時間外・休日労働の算定は、次の式により計算します。
１か⽉の総労働時間数（所定労働時間数+延⻑時間数+休日労働時間数）－（１か⽉の総暦日数/7）× 40

【研究開発業務に従事する労働者の場合】

休憩時間を除き１週間当たり４０時
間を超えて労働させた時間※が１か⽉
当たり100時間を超えた労働者

当
該
労
働
者
の
申
出

医
師
に
よ
る

⾯
接
指
導
の
実
施要件とならず

※ ⾼度プロフェッショナル制度の対象労働者に
ついては、現在厚生労働省において審議中で

す。

※
 

労
働
者
の
受
診
義
務

あ
り
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⻑時間労働を⾏った労働者に対する医師による⾯接指導のポイント

労働者に労働時間に関する情報を通知することが義務付けられます。

事業者は、医師による⾯接指導の結果（記録を作成して5年間保存）に基づいて措置を
講ずる場合には、医師の意⾒を聴き、当該意⾒を勘案しなりません。

事業者は、医師の意⾒を勘案して必要があると認めるときは、就業場所の変更、職務
内容の変更、有給休暇（年次有給休暇を除く。）の付与、労働時間の短縮、深夜業の回
数の減少等の措置を講じなければなりません。

休憩時間を除き１週間当たり４０時間を超えて労働させた時間が１か⽉当たり80時間
を超えた労働者に対し、速やかに当該超えた時間に関する情報を通知しなければなりま
せん。

さらに、産業医に対しても当該超えた時間に関する情報を提供しなければなりませ
ん。

医師による⾯接指導の結果に基づき必要な措置を講ずる際の留意点

※ この通知は、管理監督者及びみなし労働時間制が適⽤される労働者を含め、すべての労働者に対して⾏う
必要があります。（なお、研究開発業務に従事する労働者で当該超えた時間が１カ⽉当たり100時間を超
えた労働者及び⾼度プロフェッショナル制度の対象労働者 は除きます。）

※ 1か⽉当たり80時間を超えない労働者についても、労働時間に関する情報について開示の求めがあれば、
開示することが望まれます。



⻑時間労働者に対する面接指導等の流れ

事
業
者
が
管
理
監
督
者
や
裁
量
労
働
制
の
適
⽤
者
を
含
め
た
す

べ
て
の
労
働
者
の
労
働
時
間
の
状
況
を
客
観
的
に
把
握

新 規

事
業
者
が
産
業
医
に
時
間
外
・休

日
労
働
時
間
が
⽉80

時
間
超
の
労

働
者
の
情
報
を
提
供

新 規

事
業
者
は
時
間
外
・休
日
労
働
時
間

が
⽉80

時
間
超
の
労
働
者
本
人
に
労

働
時
間
の
情
報
通
知

新 規

産
業
医
が
情
報
を
も
と
に
労
働
者

に
⾯
接
指
導
の
申
し
出
を
勧
奨
す

る
こ
と
が
で
き
る

時
間
外
・休
日
労
働
時
間
が
⽉80

時
間
超
の
労
働
者
が
事
業

者
に
⾯
接
指
導
の
申
出

拡 充

事
業
者
が
産
業
医
等
に
よ
る
⾯
接
指
導

事
業
者
が
産
業
医
等
か
ら
労
働
者
の
措
置
等
の
意
⾒
を
聴
く

事
業
者
が
産
業
医
等
の
意
⾒
を
踏
ま
え
て
必
要
な
措
置
を
講
じ
る

事業者が産業医
に措置内容を情
報提供

新 規

勧告を⾏う場合
は産業医が事業
者からあらかじ
め意⾒を求める

新 規

産業医が労働者の
健康を確保するた
めに必要があると
認める場合は事業
者に勧告

事業者が産業医
の勧告の内容等
を衛生委員会に
報告

新 規
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③ 「産業医・産業保健機能」の強化
① 産業医の活動環境の整備

新たに労働安全衛生法に産業医の理念として、 「必要な医学に関する知識に基づ
いて、誠実にその職務を⾏う」ことが規定され、産業医は独⽴性・中⽴性をもって
その職務を⾏うことが法定化されました。

また、産業医の権限が明確にされるとともに、産業医は必要な医学に関する知識
及び能⼒の維持向上に努めなければならないことも明確化されました。

【産業医の権限】
① 事業者または総括安全衛生管理者に対して意⾒を述べること。
② 労働者の健康管理等を実施するために必要な情報を労働者から収集すること。
③ 労働者の健康を確保するため緊急の必要がある場合において、労働者に対して必要な措置

をとるべきことを指示すること。
④ 衛生委員会等に対して労働者の健康を確保する観点から、必要な調査審議を求めること。

産業医の独⽴性・中⽴性の強化

⻑時間労働者等の健康確保対策の強化

事業者には、産業医の勧告を受けたときは、遅滞なく、勧告の内容等を衛生委員
会等に報告しなければなりません。

事業者は、産業医等による労働者からの健康相談に応じ、適切に対応するために
必要な体制整備等を講ずるように努めなければなりません。
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産業医等を選任した事業者は、その事業場における産業医等の業務の内容などを
常時作業場の⾒やすい場所に掲示し、または備え付けること等により労働者に周知
させなければなりません。

産業医の業務内容等の周知

労働者に周知させなければならない内容
① 産業医の業務の具体的な内容
② 産業医に対する健康相談の申出の⽅法
③ 産業医による労働者の心身の状態に関する情報の取扱いの⽅法

労働者への周知の⽅法
① 常時作業場の⾒やすい場所に掲示し、または備え付けること
② 書⾯を労働者に交付すること
③ 磁気テープ、磁気ディスクその他これらに準ずる物に記録し、かつ、各作業場に労働

者が当該記録の内容を常時確認できる機器を設置すること
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② 労働者の健康管理等に必要な情報の産業医への提供等

産業医等を選任した事業者は、産業医に対し、労働時間に関する情報等
を提供しなければなりません。

（現在） （改正後）
産業医は、労働者の健康を
確保するために必要がある
と認めるときは、事業者に
対して勧告することができ
ます。

事業者から産業医への情報提供を充実・
強化します。

事業者は、⻑時間労働者の状況や労働者の業務の状
況など産業医が労働者の健康管理等を適切に⾏うた
めに必要な情報を提供しなければなりません。

産業医に対して提供する情報

① すでに講じた健康診断実施後の措置、⻑時間労働者に対する⾯接指導実施後の措置若しく
はストレスチェックの結果に基づく⾯接指導実施後の措置または講じようとするこれらの措
置の内容に関する情報（これらの措置を講じない場合にあっては、その旨及びその理由）

② 休憩時間を除き１週間当たり40時間を超えて労働させた場合におけるその超えた時間が１
⽉当たり80時間を超えた労働者の氏名及び当該労働者に関する作業環境、労働時間に関する
情報、深夜業の回数及び時間数等の情報

③ ①、②に掲げるもののほか、労働者の業務に関する情報であって産業医が労働者の健康管
理等を適切に⾏うために必要と認められるもの
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産業医の活動と衛生委員会との関係を強
化します。

事業者は、産業医から勧告
を受けた場合は、その勧告
を尊重する義務がありま
す。

③ 産業医の勧告の実効性の確保

（現在） （改正後）

事業者は、産業医から受けた勧告の内容を事業場の
労使や産業医で構成する衛生委員会に報告すること
としなければならないこととし、衛生委員会での実
効性のある健康確保対策の検討に役⽴てます。

産業医の勧告が、その趣旨も含めて事業者に⼗分に理解され、かつ、適切に共有
されることにより、労働者の健康管理等のために有効に機能するよう、産業医は、
勧告をしようとするときは、あらかじめ、当該勧告の内容について事業者の意⾒を
求めることとされました。

事業者は産業医から勧告を受けた後遅滞なく、当該勧告
の内容及び講じた(講じようとする）措置の内容等を衛生
委員会等に報告しなければなりません。

併せて、事業者は衛生委員会等の意⾒及び当該意⾒を踏まえて講じた措置の内容
を記録し、３年間保存しなければなりません。
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④ 健康情報の取扱いルールの明確化・迅速化

事業者が健康診断、⾯接指導、ストレスチェック等の結果等から、必要な労働者
の心身の状態に関する情報を取得し、労働者の健康と安全を確保することが求めら
れています。

事業者は、本人の同意がある場合その他正当な事由がある場合を除き、
これらの情報の収集し、保管し、または使⽤するに当たっては、労働者
の健康の確保に必要な範囲内で取扱うことが義務付けられました。

また、事業者はこれらの情報を適正に管理するために必要な措置
を講じなければならないことが義務付けられるとともに、厚生労働
⼤⾂が事業者が講ずべき措置の適切かつ有効な実施を図るため必要
な指針を公表しました。

労働者にとって機微な情報も含まれていることに注意が必要



①労働安全衛生法令に基づき事業者が直接取り扱うこ
とができる健康情報は労働者に周知した上で取得

②労働安全衛生法令に基づき事業者が直接取り扱うこ
とができない健康情報は、本人同意を得た上で取得 人事労務管理者労

働
者
の
健
康
情
報 産業医

労働者の上司

健康管理担当者

労働者等の安全・健康
確保の範囲内で健康情
報を使用

事業場ごとの取扱規程の策定・周知・運⽤により、以上のスキームを実現

必要に応じて健康情報を加工
産業保健部門

人事労務管理部門等
＜指針のポイント＞

＜指針の目的＞
○労働者が、不利益な取扱いを受けるという不安を抱くことなく、安心して産業医等によ

る健康相談等を受けられるようにする。
○事業者が、必要な情報を取得して、労働者の健康確保措置を⼗全に⾏えるようにする。

（労働者の全健康情報を取得）

労働者の心身の状態に関する情報の適正な取扱いのために
事業者が講ずべき措置に関する指針①



労働者の心身の状態に関する情報の適正な取扱いのために
事業者が講ずべき措置に関する指針②

健康情報の分類 本人同意の取得等

① 労働安全衛生法令に基づき事業者が直接取り扱
うこととされている健康情報
例）健康診断の受診・未受診の情報、⾯接指導の申出の有無、
健康診断の事後措置について医師から聴取した意⾒等

取り扱う目的及び取扱⽅法等について、
労働者に周知した上で収集する。

② 労働安全衛生法令に基づき事業者が労働者本人
の同意を得ずに収集することが可能である健康情
報
例）健康診断の結果（法定の項目）、⾯接指導の結果等

取り扱う目的及び取扱⽅法等について、
労働者に周知した上で収集する。また、
収集時に労働者の⼗分な理解を得ること
が望ましい。
（事業場の状況に応じて「情報を取り扱
う者を制限」「情報を加工」等の適切な
取扱いを取扱規程に定める。）

③ 労働安全衛生法令において事業者が直接取り扱
うことについて規定されていない健康情報
例）健康診断の結果(法定外項目)、保健指導の結果、健康相談
の結果等

個人情報保護法に基づき、労働者本人
の同意を得なければなりません。
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事業者は、労働者の健康
相談等を継続的かつ計画
的に⾏う必要がありま
す。（努⼒義務）

（現在）

産業医等による労働者の健康相談を強化し
ます。

（改正後）

事業者は、産業医等が労働者からの健康相談に応じる
ための体制整備に努めなければならないこととします。

⑤ 労働者に対する健康相談の体制整備

事業者は、産業医等が労働者からの健康相談に応じ、
適切に対応するために必要な体制の整備その他の必要な
措置を講ずるように努めなければならないこととされま
した。(努⼒義務)
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改正労働安全衛生法に関する留意点

事業場で定める基準の策定は、衛生委員会等における調査審議の内容を踏まえて
決定するとともに、⻑時間労働に係る医学的知⾒を考慮し、以下の点に⼗分留意し
ましょう。

事業場で定める必要な措置に係る基準の策定

� 時間外・休日労働が⽉80時間を超えた全ての労働者に⾯接指導を実施するよう
基準の策定に努めましょう。

� 時間外・休日労働が⽉45時間超の労働者について、健康への配慮が必要な者の
範囲と措置について検討し、それらの者が措置の対象となるように基準を策定
することが望まれます。

⻑時間労働者に対する⾯接指導等の実施に当たって

⽉80時間超の時間外・休日労働をさせた事業場またはそのおそれがある事業場等
においては、衛生委員会等で調査審議のうえ、以下の事項を図りましょう。
� ⾯接指導の申出様式の作成、申出窓⼝の設定など申出⼿続を⾏うための体制の

整備
� 労働者に対し、申出⽅法等の周知徹底



安全帯が「墜落制止用器具安全帯が「墜落制止用器具安全帯が「墜落制止用器具安全帯が「墜落制止用器具」に」に」に」に変わります！変わります！変わります！変わります！

１１１１. . . . 安全帯を「墜落制止用器具」に変更します安全帯を「墜落制止用器具」に変更します安全帯を「墜落制止用器具」に変更します安全帯を「墜落制止用器具」に変更します

安全帯安全帯安全帯安全帯 墜落制止用器具墜落制止用器具墜落制止用器具墜落制止用器具

① 胴ベルト型（一本つり） 胴ベルト型（一本つり）胴ベルト型（一本つり）胴ベルト型（一本つり）胴ベルト型（一本つり）

② 胴ベルト型（Ｕ字つり） ×

③ ハーネス型（一本つり） ハーネス型（一本つり）ハーネス型（一本つり）ハーネス型（一本つり）ハーネス型（一本つり）

×

②には墜落を制②には墜落を制②には墜落を制②には墜落を制

止する機能がな止する機能がな止する機能がな止する機能がな

いことから、いことから、いことから、いことから、改改改改

正後は①と③の正後は①と③の正後は①と③の正後は①と③の

みが「墜落制止みが「墜落制止みが「墜落制止みが「墜落制止

用器具」として用器具」として用器具」として用器具」として

認められること認められること認められること認められること

になります。になります。になります。になります。

２２２２.... 墜落制止用器具は「フルハーネス型」を使用することが原則墜落制止用器具は「フルハーネス型」を使用することが原則墜落制止用器具は「フルハーネス型」を使用することが原則墜落制止用器具は「フルハーネス型」を使用することが原則

となりますとなりますとなりますとなります

３３３３. . . . 次の業務に次の業務に次の業務に次の業務に｢｢｢｢安全衛生特別教育」が必要です安全衛生特別教育」が必要です安全衛生特別教育」が必要です安全衛生特別教育」が必要です

高さが２ｍ以上高さが２ｍ以上高さが２ｍ以上高さが２ｍ以上の箇所であって作業床を設ける作業床を設ける作業床を設ける作業床を設ける

ことが困難ことが困難ことが困難ことが困難なところにおいて、墜落制止用器具の

うちフルハーネス型のものを用いて行う作業フルハーネス型のものを用いて行う作業フルハーネス型のものを用いて行う作業フルハーネス型のものを用いて行う作業に係

る業務（ロープ高所作業に係る業務を除く。）

施行時期施行時期施行時期施行時期

経過措置経過措置経過措置経過措置

（猶予期間）（猶予期間）（猶予期間）（猶予期間）

2019(2019(2019(2019(平成平成平成平成31313131年年年年)2)2)2)2月月月月1111日日日日

現行法令に基づく安全帯は現行法令に基づく安全帯は現行法令に基づく安全帯は現行法令に基づく安全帯は

2022202220222022年年年年1111月月月月1111日まで使用可能日まで使用可能日まで使用可能日まで使用可能

40



墜落制⽌⽤器具の規制について
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１ 労働安全衛⽣法施⾏令（政令）の改正内容
� 労働安全衛⽣法施⾏令第13条第３項第28号の「安全帯

（墜落による危険を防⽌するためのものに限る。）」を「墜
落制⽌⽤器具」に改める。

� 「墜落制⽌⽤器具」の範囲は、「安全帯」に含まれていた、①
胴ベルト型（一本つり）、② 胴ベルト型（Ｕ字つり）③
ハーネス型（一本つり）のうち、②を除いたもの。

２ 労働安全衛⽣規則（省令）の主な改正内容

� 墜落制⽌⽤器具はフルハーネス型を原則とし、墜落時
にフルハーネス型の着⽤者が地面に到達するおそれのあ
る場合（注１）等の対応として、一定の条件（注
２）に適合する胴ベルト型を使⽤することを可能とする。

� 安衛則第36条を改正し、法第59条第３項の特別教
育の対象となる業務に、「高さが二メートル以上の箇所
であつて作業床を設けることが困難なところにおいて、
墜落制⽌⽤器具のうちフルハーネス型のものを⽤いて
⾏う作業に係る業務（ロープ高所作業に係る業務を
除く。）」(注３)(注４)を追加する。

注１：胴ベルト型を使⽤可能とする高さについては、いかなる場合でも守らなければ
ならない最低限の基準として、「6.75メートル以下」と告示（安全帯の規格（平成
14年厚⽣労働省告示第38号）を全⾯改正して定める「墜落制⽌⽤器具の規格
（以下「新規格」という。））に規定する。
注２：胴ベルト型が満たすべき「一定の条件」については、新規格において規定する。
注３：作業床の設置が困難の場所での作業は、他の⾼所作業と⽐較して墜落の危
険性が⾼いこと、さらに、フルハーネス型は胴ベルトと⽐較して適切な着⽤や使⽤⽅法
が難しく、胴ベルトよりも⾼い箇所で使⽤されることが多いため。
注４：ロープ⾼所作業には、すでに特別教育が義務付けられているため、新たな特
別教育の対象業務からは除く。

５ 政省令等の施⾏⽇及び主な経過措置

４ 「墜落制⽌⽤器具」の規格について

� 政省令等は、平成31年２⽉１⽇から施⾏する。
� 新規格に適合する墜落制⽌⽤器具の製造、譲渡、貸

与又は使⽤：平成31年２⽉１⽇以降可能。
� 新規格に適合しない安全帯の製造：平成31年８⽉１

⽇まで可能。
� 新規格に適合しない安全帯の譲渡、貸与又は使⽤：

平成34年１⽉１⽇まで可能。
� 安衛則の経過措置により、旧規格のみに適合するハーネ

ス型安全帯を⽤いて特別教育の対象作業を実施する場
合であっても、 平成31年２⽉1⽇以降は、特別教育の
実施が義務付けられる。

① 基本的考え⽅
� 原則として、ISO規格(ISO 10333）に整合させる。
� 一部、⽇本人の体格等を踏まえた独自の基準を設定する。

（フック、ランヤード、ショックアブソーバの引張強度等）
② 構造規格の性能要件化
� 技術の進展に迅速に対応するため、規定内容を可能な限り

性能要件化し、試験⽅法等の詳細はJIS規格を引⽤する。
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ご安全にご安全にご安全にご安全に

ご健康にご健康にご健康にご健康に
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ご清聴ありがとうございました。


